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本事業の特徴 
 

・要求：モデルの構想＋実証 
 

・成果：効用の設計＋実効確認 
 

・作業：手段の設計＋施工管理 
 

・分野：社会（高齢）＋国際 
 

・体制：スウェーデン＋産学 
2 



本事業の特徴｢でない｣こと 
・対象：× ⇒パーツ 
         （○⇒体なすモデル←要求の統合） 

・目的： × ⇒要素開発､実践 
         （○ ⇒モデル提示､効用の実現） 

・構想： × ⇒積上げ→出口は後で 
            （○ ⇒事前に構想･仮説→目標管理） 

・評価： × ⇒仕様の優秀さ､部分､アイデア 
            （○ ⇒実現する効用､全体で機能､結果） 

・能力： × ⇒専門性､個々の開発力 
         （○ ⇒構想､設計､運営管理､統合＝ＰＭ力） 
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開発力､研究力､専門の深さ 
要素技術の高さ 

高 

効
用
の
設
計
力
、
企
画
の
構
想
力 

事
業
運
営
（
Ｐ
Ｍ
）
力 

レベル1：優れた要素技術（▲） 
 シーズ型､プッシュ型､ 
   研究､発明､知財､自前研究･開発 

レベル２：優れたシステム（△） 
 システムに統合､機能を実証 
 事業性の検証､必要十分なシーズを取捨 

レベル３：社会の効用を実現（○） 
 ｢社会｣の想定､｢効用｣の設計 
 受容性の確認､心理･制度･社会… 
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開発力､研究力､専門の深さ 
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レベル1：優れた要素技術（▲） 
 シーズ型､プッシュ型､ 
   研究､発明､知財､自前研究･開発 

レベル２：優れたシステム（△） 
 システムに統合､機能を実証 
 事業性の検証､必要十分なシーズを取捨 

レベル３：社会の効用を実現（○） 
 ｢社会｣の想定､｢効用｣の設計 
 受容性の確認､心理･制度･社会… 

絶
対
的 

相対的 
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当頁には､特別の（隠れた）含意はない 
（＝ＪＳＴが指定する｢スウェーデン像／同社会像｣はない） 

→応募者が時期／地域／事業主体／分野を設定し、 

 自ら｢スウェーデン像／同社会像｣を設定することが必要 
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企業参加の意義： 
１．事業･プロジェクトの運営管理★ 
２．社会を形成する事業の担い手 
 （＝主体は政府やコミュニティに限らない） 
 （＝市民､非営利､営利も重要な役割） 

国際連携の意義： 
・異なる社会モデル 
 →普遍性→国際展開可能性 

相手がスウェーデンである意義： 
・｢スウェーデン｣でなければならない理由 
・スウェーデンの特徴をどう捉えたのか 7 



発明 

研究成果 

アイデア 技術 

創出段階 高度技術段階 

  技術段階 
（要素技術､ 
  送り手発想､ 
  研究･発明機能） 

 製品段階 
（製品(ハード)､ 
  受け手の要求､ 
  仕様統合機能） 

  事業段階 
（商品(ﾊｰﾄﾞ+ｿﾌﾄ)､ 
  市場への適合 
 事業運営機能） 

製品（ハード） 

製品（ハード＋ソフト） 

個別技術から事業モデルへ（概念図） 

研究開発による､技術の高度化 

後藤芳一「個別技術から事業モデルへ」（連載：「時代の補助線－図からみる針路」（第９回）） 
（２００７年１２月「月刊 企業診断」（同友館）） 
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公的／民間／家族等の機能と役割 

Pestoff, Victor A., 1991a,  Third Sector and Co-operative Services--An Alternative to Privatization.  
"Journal of Consumer Policy" no.15をもとに後藤が作成 

    国家 
（公共機関） 

 第３セクター 
（ボランタリー 
 非営利組織） 

混合組織 

  コミュニティ 
（世帯･家族） 

 市場 
（民間企業） 

非営利 
営利 

公式 

非公式 

公共 

民間 
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財務資本 

有形資産 

知的財産 
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 

環境 

ｺﾐｭﾆﾃｨｰ 

ＮＧＯ対応 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 

人権 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

貧困 

労働環境 

従業員の質 

障害者対応 

ブランド 

企業を測る基準－「見える」モノから､「見えない」価値へ 

有形、見える価値 

無形、見えない価値 

イノベスト社の資料を参考に後藤が作成 

Tangible Values 

Intangible  
         Values 

e.g. 
Financial Assets 

e.g. 
Consistency 
Integrity 
Brand 
Social 
Commit- 
ment 
Human 
Rights 
 

経営を測るモノサシの変化 
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Stakeholders’  Requirements   

meeting ” Triple Bottom Lines ” 

人権 環境宣言 透明性 ＮＧＯ 

地域活動 透明性、情報開示 永続性 地域社会 

公正取引 規制遵守 ﾍﾞﾝﾁｰﾏｰｸ 競合他社 

安全遵守 環境保全、情報開示 適正価格 消費者 

倫理配慮製品 廃棄物削減 マージン 流通業者 

製造、検査・監査 環境定義 報酬、永続性 下請け業者 

倫理 技術仕様 長期関係 供給業者 

公正取引 省資源、省エネ 品質保証 顧客 

雇用、教育訓練 現場環境 公正、報酬 従業員 

労働災害 リスク管理 補償費用 保険業者 

ﾆｰｽﾞ先取り 環境リスク管理 永続性 金融機関 

規制遵守、安全 規制遵守 厚生福祉 行政当局 

ブランド、危機管理 リスク管理 財務状況 

 

株主 

Society Environment Economy Stakeholders 

フランス規格SD21000（企業の社会的責任）から後藤が作成 11 



｢異なる社会モデル｣： 
・一例：｢福祉国家｣的視点 
 （スウェーデンの北欧型vs日本の自由型） 
・分野ごとにいろいろ対比できる 
 →異なる視点を織込む→成果の普遍性 
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３つの福祉レジーム類型によるクラスター
（()内は、累進集計スコア）

自 由 主 義 保 守 主 義 社 会 民 主 主 義

高 オーストラリア (10) オーストリア (8) デンマーク (8)
カナダ (12) ベルギー (8) フィンランド (6)

▼ フランス (8) オランダ (6)日本 (10)
スイス (12) ドイツ (8) ノルウェー (8)
アメリカ (12) イタリア (8) スウェーデン (8)

中 デンマーク (6) フィンランド (6) オーストラリア (4)
フランス (8) アイルランド (4) ベルギー (4)
ドイツ (6) ▼ カナダ (4)日本 (4)
イタリア (6) オランダ (4) ドイツ (4)
オランダ (8) ノルウェー (4) ニュージーランド (4)

低 アメリカ (6) オーストラリア (0) スイス (4)
オーストリア (4) カナダ (2) イギリス (4)
ベルギー (4) デンマーク (2) オーストリア (2)
フィンランド (4) ニュージーランド (2) フランス (2)
アイルランド (2) スウェーデン (0) アイルランド (2)
ニュージーランド (2) スイス (0) イタリア (0)

日本 (2)ノルウェー (0) イギリス (0) ▼
スウェーデン (0) アメリカ (0) アメリカ (0)

（Esping-Andersen, G. Cambridge: Polity Press,The Three Worlds of Welfare Capitalism.
1990, p.74）

（訓覇法子「福祉社会システム論」日本福祉大学,2002 に引用） をもとに後藤が作成
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３ つ の 福 祉 レ ジ ー ム 類 型 の 特 性

自 由 主 義 保 守 主 義 社 会 民 主 主 義

国家の役割 最 小 限 補完的｡家族や民間市場で不 個人のニーズ充足に対して最
能な場合のみ個人ﾆｰｽﾞ充足｡ 大責任を負う

任意的社会 教会やその他の慈善事業が 教会や労働組合による任意 慈善事業や任意的福祉事業は
事業の役割 強い 的福祉事業が発達 弱い

社会サ-ビス ①民間市場 ①民間か任意組織 ①国・地方自治体
①:主供給者 ②最小限で少数国民が対象 ②限定され､分野により発達 ②ほとんどのｻｰﾋﾞｽ｡すべての
②:法に規定 弱い｡給付は職業別分化｡ 国民を包括するのを原則｡

社 会 保 険 特定グル-プのみ包括し､十 社会保険制度は充実も､職業 充実し､賃金喪失保障給付を原
分に構築されていない 別で被用者と同家族のみ被 則｡賃金労働を基礎とするが､

保険者として包括 就労率高く国民保険に近い

給 付 水 準 最 低 限 スタンダード保障 最低限 ＋ スタンダード保障

財 政 運 営 雇用主負担の保険料､税財源 雇用主負担の保険料､税財源 被用者･雇用主負担の保険料
は相対的に小さい は相対的に小さい との組合せによる税方式

就労重要性 低 い 低 い 高 い

再分配効果 低 い 低 い 高 い
の 重要性

資 力 調 査 第１次的 第１次的 第２次的

（Elmer, A. Lund： Studentlitteratur, 2000, p.271）Svensk socialpolitik.
（訓覇法子「福祉社会システム論」日本福祉大学,2002 に引用） をもとに後藤が作成
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← →
【市場】 【環境】 【社会】 【政治】 【ISO】 【NPO】 【法令遵守】 【株主】

市場機能 資源､エネ 地域､労働 地域統合 国際調和 消費者 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ ＳＲＩ 
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝﾘｽｸ､規制 福祉､人権 規制､誘導 ソフトロー 貧困､人権 企業統治 株主行動

【多国】 UN,OECD
ILO,NGO

【米国】 NPO,企業
金融

【欧州】 欧州議会
政府,NPO

【日本】

【凡例】

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○ ○

２．｢○｣印＝これまでも、すでに感度が高かった項目。
１．｢タテ｣＝地域と､各地域の動向に支配的な影響を及ぼす組織､｢ヨコ｣＝推進力になると考えられる要素｡

外的環境 から の 要請 企業活動 への 直接 の 作用 　　　　    要素
.  　　　　　（推進力）
地域
(代表的組織)

○

後藤芳一「企業の社会的責任（ＣＳＲ）と我が国の対応－経済社会システムの特性を活かして－」 
（２００５年９月 消費者金融サービス研究学会年報  第５号）） 

← →
【市場】 【環境】 【社会】 【政治】 【ISO】 【NPO】 【法令遵守】 【株主】

市場機能 資源､エネ 地域､労働 地域統合 国際調和 消費者 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ ＳＲＩ 
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝﾘｽｸ､規制 福祉､人権 規制､誘導 ソフトロー 貧困､人権 企業統治 株主行動

【多国】 UN,OECD
ILO,NGO

【米国】 NPO,企業
金融

【欧州】 欧州議会
政府,NPO

【日本】

【凡例】

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○ ○

３．変化（従前（○印）→今後（色つき）は、米国＝４→５､欧州＝５→７､日本＝１→５

ＣＳＲ（企業の社会的責任）をめぐる、地域別／要素別の感度（概念図）

２．｢○｣印＝これまでも、感度が高かった項目。｢色つき｣＝今後、推進力になると注目されるもの。
１．｢タテ｣＝地域と､各地域の動向に支配的な影響を及ぼす組織､｢ヨコ｣＝推進力になると考えられる要素｡

外的環境 から の 要請 企業活動 への 直接 の 作用 　　　　    要素
.  　　　　　（推進力）
地域
(代表的組織)

○

後藤芳一「企業の社会的責任（ＣＳＲ）と我が国の対応－経済社会システムの特性を活かして－」 
（２００５年９月 消費者金融サービス研究学会年報  第５号）） 15 



要は 
・提案者の｢社会｣観は？ 
 （＝要請､前提､境界条件） 

・提案の意義は？ 
 （＝解としての有効性／競争力） 

⇒｢セット｣である要 
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｢連携｣する得失： 
・負の側面：調整コスト 
・正の側面：成果の普遍性 
      欧州へのゲートウェイ 
      世界のショーウィンド 
・負＜正とするマネジメント 

｢２段階｣の意味： 
・事業の段階的｢推進｣ 
 （フェーズⅠ＝システムの確認（フェーズⅡの準備） 
  フェーズⅡ＝社会実験（実装の準備）） 
・事業進捗の段階的｢評価｣ 

17 
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フェーズⅠ（Ｐ1）に求められること： 
・Ｐ1の到達点 
 ＝Ｐ２（フィールドテスト（FT））着手の準備完了 
・ＦＴの着手には 
 ｢システム｣として機能  
 社会･人を相手に稼働 
・Ｐ1ですべきこと 
 ニーズの統合 
 ｢システム｣の統合 
 必要要素（パーツや技術）の点検 
 開発／調達の判断 
 （自前開発≠必須） 20 



フェーズⅡ（P２）に求められること： 
・Ｐ２で到達すべき点は 
 ＝社会実装の準備完了 
 （∵Ｐ２の直後は実稼働） 
・実稼働できる状態とは 
 実社会においてシステムが機能する 
 有効性､持続性等が担保される 
・Ｐ２で実施すべきことは 
 社会での受容性（例：対人､対制度等） 
 持続性（例：有効性､事業性）の確認 
 実装時の事業性／公共性／体制等を確認 21 



▼任意 
 シーズ技術開発 

▼必須 
 システムの統合 
 稼働／機能の確認 

｢任意｣とは 
 ＝必要な部分が欠けている場合には 
  開発も可 

22 



従来：日本式→日本に適用 
今回：日本＋スウェーデン 
   →現場に適用 
   ⇒両国内での高齢対応にイノベーション 
    ＋国際的拡張性 

23 



▼ 

初期条件が変わったとき 
従来：最初の設定を維持 
   →実態とズレたまま運営 
今回：逐次的に更新（目標､手順も）  
   →提案者側に立証責任 
   ⇒評価：目標vs達成度 で行う 24 



何もしないと… 

Ｘ： 
すぐ実装 

Ｙ： 
後で実装 

25 



従来：境界条件は支援者（例：事務局側）が設定 
   （提案者は条件下で解を探索） 
今回：境界条件は提案者が提示 
   （鍵：課題の定義（構造化）､対応策の取捨､ 
      理由説明､変化の予測） 
   本件の成果＝介入ー放置 
   （鍵：成果は設計して提示） 26 



事業で､ 
何を（例：開発） 
するのか 

克服すべき点は何か 
→予め想定できていること 
→それにどう対処するのか 

（×：やりながら／積上げ式で､アトで考える） 
27 



フェーズⅡ（P２）の終了後の到達点は？ 
・スケジュールＸ（支援終了直後に社会へ実装） 
→実装時点の仕様を提示できること 
・スケジュールＹ（支援終了→追加開発→実装） 
→支援終了時点の姿を提示 
 ＋実装時点の仕様を提示 
 ＋支援終了時から実装までの作業を提示 28 
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開始時点の状態は？ 
・介入後ー開始時点＝成果 になる 
・状態を現す項目や指標は､事業の内容を 
 踏まえて選択する必要がある 

30 
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フェーズⅡ（P２）後（＝実稼働時）の枠組 
一例（事業の公共性をめぐって）： 
・ミニマムの確保 
   →例：政策･行政､福祉･措置､非営利､ 
    既存（福祉）制度との関係 
・付加的価値､政策を補完 
 →例：非政府セクタ､市場原理､営利､ 
    利益モデル 32 



▼CONVENTIONALLY 

障害者   
HANDICAPPED 
（NATIONALLY IDENTIFIED） 

要介護高齢者  
ELDERLIES（NEEDS CARE）  
（NATIONAL CARE INSURANCE） 

Handicapped & Elderly persons  
are identified by the government  
and are assisted  
by the public support systems. 

福祉機器の利用者像の変化（イメージ） 

後藤芳一／通商産業省医療・福祉機器産業室「離陸する福祉機器ビジネス」（１９９７年７月  日本経済新聞社）をもとに 
Japan-Sweden Academia-Industry International Collaboration Program   “Innovation Solutions, Community Design  
& Services for Elderly People”    Match-making workshop  で投影 
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福祉機器の利用者像の変化（イメージ） 

▼CURRENTLY 

障害者
HANDICAPPED 

要介護高齢者 
ELDERLIES（NEEDS CARE） 
（NATIONAL CARE INSURANCE） 

Needs increasing, 
esp. Peripheral area rapidly widening. 

高齢者（65歳以上） 

健
常
高
齢
者 

③ 

④ 

① 

 ② 

後藤芳一／通商産業省医療・福祉機器産業室「離陸する福祉機器ビジネス」（１９９７年７月  日本経済新聞社）をもとに 
Japan-Sweden Academia-Industry International Collaboration Program   “Innovation Solutions, Community Design  
& Services for Elderly People”    Match-making workshop  で投影 
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▼FUTURE 

１．Increase of Population of the Elderly (>65yrs) 
２．Increase of Elderlies needs care 
３．Increase of Handicapped(part of #2 are the handicapped) 
４．Coveradge widening to People with incovenience in life (including Elderlies,    
      Handicapped, Part-time handicapped(ex. Expectiong women)etc.) 

福祉機器の利用者像の変化（イメージ） 

後藤芳一／通商産業省医療・福祉機器産業室「離陸する福祉機器ビジネス」（１９９７年７月  日本経済新聞社）をもとに 
Japan-Sweden Academia-Industry International Collaboration Program   “Innovation Solutions, Community Design  
& Services for Elderly People”    Match-making workshop  で投影 
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市場規模・経済性 利用者への適合

大 大

汎用 の 共 用 品 汎用福祉用具 ユニット化

オーダメイド（ユニバーサル

デザイン）工 業 製 品

福祉用具の利用者適合と市場規模（概念図） 

トヨタ 

花王 松下電工 

ひげ工房 

シースター 

コーポレーション 

通商産業省 機械情報産業局 

｢福祉用具産業政策’98 －共用品､知の共有､流通ほか－｣ 

（１９９８年５月「福祉用具産業懇談会 第３次中間報告」）から後藤が作成 



電気 

航空 

原子力 

ﾛﾎﾞｯﾄ 

制御 機械 

１．工学分野相互間の境界領域の例 

  ロボット､航空､原子力といった分野は､機械､電気､制御などそれぞれが 

  普遍性･再現性のある論理で構築された空間間の境界領域 

通商産業省 機械情報産業局 

｢福祉用具産業政策’98 －共用品､知の共有､流通ほか－｣ 

（１９９８年５月 福祉用具産業懇談会  第３次中間報告）から後藤が作成 
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工学 

福祉工学 

医療･福祉 

生活･文化 

２．福祉工学の場合 

  福祉工学は､医療･福祉や生活といった個別性を特徴とし､再現性の 

  確認が難しい分野と､100％の再現性を論理の根拠とする工学の間を 

  橋渡しすることが求められ､単に関連分野を融合するだけでは､ 

  演繹に必要な普遍性が容易には得られない 

通商産業省 機械情報産業局 

｢福祉用具産業政策’98 －共用品､知の共有､流通ほか－｣ 

（１９９８年５月 福祉用具産業懇談会  第３次中間報告）から後藤が作成 
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要は 
・実装段階で事業として 
 回るか？ 
→公共性／利益性と主体 
 などは｢セット｣ 
⇒全体像が描けているか 
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リーダーシップ（ＰＪの運営管理） 
・must ：ＰＭ能力 
   better：専門性の深さ､個別知識､研究能力 
・第1：必要な資質を定義（一般･抽象） 
 第2：候補者の資質を提示（固有名､具体） 
 第3：候補者（第２）が要求（第1）を 
     満たす理由を説明 
    （例：実績 or なくても根拠あれば） 41 



発明 

研究成果 

アイデア 技術 

創出段階 高度技術段階 

  技術段階 
（要素技術､ 
  送り手発想､ 
  研究･発明機能） 

 製品段階 
（製品(ハード)､ 
  受け手の要求､ 
  仕様統合機能） 

  事業段階 
（商品(ﾊｰﾄﾞ+ｿﾌﾄ)､ 
  市場への適合 
 事業運営機能） 

製品（ハード） 

製品（ハード＋ソフト） 

個別技術から事業モデルへ（概念図） 

研究開発による､技術の高度化 
後藤芳一「個別技術から事業モデルへ」（連載：「時代の補助線－図からみる針路」（第９回）） 
（２００７年１２月「月刊 企業診断」（同友館）） 
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供給形態の高度化 

（製品・サービス） 

      単独 複合 融合 

製品（モノ） 

   → 

       「製品・サービスの融合化」へ 

 （より高度な知的価値を競争力に） 

経済産業省 製造産業局 国際プラント推進室「プラント・エンジニアリング産業政策の具体的展開」 
（２００３年８月 「プラント・エンジニアリング産業懇談会 企画部会 第２次中間報告」）の作成の過程から後藤が作成 
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供給形態の高度化 

顧
客
対
応
の
高
度
化 【ニーズ】 

【オーダ】 

【ウォンツ】 

【欲求創出】 

（製造役務の受託・請負） 

（「仕様」発注） 

（「性能」発注） 

（提案型需要創出） 

（製品・サービス） 

      単独 複合 融合 

潜在的欲求 

顕在的欲求 
事業形態の高度化 

経済産業省 製造産業局 国際プラント推進室「プラント・エンジニアリング産業政策の具体的展開」 
（２００３年８月 「プラント・エンジニアリング産業懇談会 企画部会 第２次中間報告」）の作成の過程から後藤が作成 44 



経済産業省 製造産業局 国際プラント推進室「プラント・エンジニアリング産業政策の具体的展開」 
（２００３年８月 「プラント・エンジニアリング産業懇談会 企画部会 第２次中間報告」） 

＜ビジネスモデル進化度＞
（顧客対応別）

レベル４
【需要創造志向】
（顧客を経営に関与）
（気づかない必要性を発見）

レベル３
【ウォンツ志向】
（顧客満足指向）
（ソリューション指向）

○　上流から下流までの事業を
　手がける欧米のＥＰＣ企業

○　ミスミの型用部品等の代理購買 ○　ＧＥガスタービン・航空機エンジン事業 ○　ＥＳＣＯ事業
○　アイリスオオヤマのビジネスモデル （ファイナンス＋機器製造＋メンテナンス） ○　ユーティリティ分野のＯ＆Ｍ
　（「メーカーベンダー」） 　　　　　（例：日立パブリックサービス）

レベル２
【ニーズ志向】 ○　商社のプロジェクトビジネス
（顧客密着で総合対応） ☆２

☆８

○　日本のプラントメーカー
○　日本のエンジニアリング専業企業
☆１ ☆９ ☆10 ☆12
☆15 ☆16

レベル１
【オーダー志向】
（品質指向）
（価格競争）

○　日本のコンサルティング企業（ＯＤＡ依存型）
○　日本の建設業（国内公共事業依存型）
○　従来型製造業（モノづくりのみのビジネス）

○　自己修復機能を備えた機器等
（例：ＩＢＭストレージ管理ソフト）

○　ＦＰＳＯ／ＦＳＯの建造・据付～所有・　操業事業
　［ＥＰＣ＋ＯＭ］　（例：三井海洋開発（旧モデック））

製品（サービス）のみ
（製品［モノ］、サービスの
いずれかのみを提供。）

製品・サービスの組み合わせ
（製品［モノ］、サービスを複数提供。
但し、それぞれは非有機的な関係。）

製品・サービスの融合
（製品［モノ］、サービスの融合により生み
出される有機的なソリューションを提供。）

システム型の産業

製品・サービス融合型産業

ＥＰＣ重視型
（受注産業）

システム売り＋付随サービス
（しかし、機器販売、ＥＰＣ等が
主な収益源？）

新ビジネスモデル＋
モノづくり
（顧客を捕まえる手法等
を持つモノづくり？）

受注産業型？
大量生産型？
モノづくり
(注文のみ対応)

投資型？
（事業経営代行で収益
を上げる）？

従来型の産業
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経済産業省 製造産業局 国際プラント推進室 
「“知”で競う産業 プラント・エンジニアリング産業の未来    モノとサービスの融合をめざして」 

（２００２年７月 「プラント・エンジニアリング産業懇談会   企画部会   第１次中間報告」 同友館） 

段階
内容 各国企業のポジシ

ョン
事例

レベル５

顧客関与

レベル４

O&M の顧客囲い込み目的（新た

なビジネスモデルの開発を主

眼）

(欧米)

航空エンジン

レベル３

O&M ビジネスそのものを目的

　
　　 (日本)

手段としてガスター

ビンを売り込む欧米

企業

レベル２

O&M ビジネスもビジネスの対

象にしている

エレベータービジネ

ス

兵器

レベル１

付帯的に O&M ビジネスを実施

（モノ売りが目的） 　　　　◆

        (韓･中存

在せず)

事例多数
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 要は（リーダは）､ 
・ＰＭができるか？ 
 （×：狭･深､部分､○：全体観） 

・ＰＪへの認識は？ 
 （全体⇔部分､目標運営（管理･修正）） 

・ＰＪ運営の素養は？ 
 （出口／トレードオフ／代替案） 

・戦略性､社会的意義は？ 
 （課題の構造化､境界条件自ら定義） 
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開発力､研究力､専門の深さ 
要素技術の高さ 

高 

効
用
の
設
計
力
、
企
画
の
構
想
力 

事
業
運
営
（
Ｐ
Ｍ
）
力 

レベル1：優れた要素技術（▲） 
 シーズ型､プッシュ型､ 
   研究､発明､知財､自前研究･開発 

レベル２：優れたシステム（△） 
 システムに統合､機能を実証 
 事業性の検証､必要十分なシーズを取捨 

レベル３：社会の効用を実現（○） 
 ｢社会｣の想定､｢効用｣の設計 
 受容性の確認､心理･制度･社会… 

絶
対
的 

相対的 
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